
 

 

○大仙市長期優良住宅建築等計画認定等手数料条例 

平成２１年１２月２４日 

条例第８１号 

改正 平成２５年３月１９日条例第１６号 

平成２７年３月２０日条例第１０号 

平成２７年３月２０日条例第１１号 

平成２８年３月２３日条例第１９号 

令和４年２月７日条例第１号 

（手数料の徴収） 

第１条 市は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に基づき、長期優良住宅の普

及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「法」という。）第５条第１項に規定する長

期優良住宅建築等計画（以下「計画」という。）の認定を受けようとする者等から、手数料を徴収す

る。 

（手数料の区分及び額） 

第２条 手数料を徴収する区分及び手数料の額は、別表のとおりとする。 

（手数料の徴収の時期） 

第３条 手数料は、申請があったときに徴収する。 

（手数料の不還付） 

第４条 すでに納付された手数料は、還付しない。ただし、申請事項等の不明その他の理由により申請

等を受理できないときは、これを還付する。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月１９日条例第１６号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２０日条例第１０号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２０日条例第１１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、建築基準法の一部を改正する法律（平成２６年法律第５４号）の施行の日（平成２７

年６月１日）から施行する。 

附 則（平成２８年３月２３日条例第１９号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年２月７日条例第１号） 

この条例は、令和４年２月２０日から施行する。 



 

別表（第２条関係） 

区分 手数料の額 

１ 法第５条第

１項から第５

項までの規定

による計画の

認定の申請 

ア 一戸建て住宅（長期優良住

宅の普及の促進に関する法律

施行規則（平成２１年国土交

通省令第３号。以下「省令」

という。）第４条第１号に規

定する一戸建ての住宅をい

う。以下この表において同

じ。）に係るもの 

新築の

場合 

４９，０００円 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１

１年法律第８１号）第６条の２第５項に規定す

る確認書若しくはその写し（以下「確認書等」

という。）又は同項に規定する住宅性能評価書

若しくはその写し（以下「住宅性能評価書等」

という。）を提出する場合 １５，０００円 

増築・ 

改築の

場合 

７３，０００円 

確認書等を提出する場合 ２１，０００円 

イ 住戸の総数（申請に係る建

築物の住戸の総数をいう。以

下この表において同じ。）が

５戸以下の共同住宅等（省令

第４条第２号に規定する共同

住宅等をいう。以下この表に

おいて同じ。）に係るもの 

新築の

場合 

１１３，０００円 

確認書等又は住宅性能評価書等を提出する場

合 ２５，０００円 

増築・ 

改築の

場合 

１６８，０００円 

確認書等を提出する場合 ３７，０００円 

ウ 住戸の総数が６戸以上の共

同住宅等に係るもの 

新築の

場合 

１８０，０００円 

確認書等又は住宅性能評価書等を提出する場

合 ４０，０００円 

増築・ 

改築の

場合 

２６８，０００円 

確認書等を提出する場合 ５９，０００円 

２ 法第８条第

１項の規定に

よる計画の変

更の認定の申

請 

ア 一戸建て住宅に係るもの 新築の

場合 

２４，５００円 

確認書等又は住宅性能評価書等を提出する場

合 ７，５００円 

増築・ 

改築の

場合 

３６，５００円 

確認書等を提出する場合 １０，５００円 

イ 住戸の総数が５戸以下の共

同住宅等に係るもの 

新築の

場合 

５６，５００円 

確認書等又は住宅性能評価書等を提出する場

合 １２，５００円 

増築・ 

改築の

場合 

 

 

 

８４，０００円 

確認書等を提出する場合 １８，５００円 



 

ウ 住戸の総数が６戸以上の共

同住宅等に係るもの 

新築の

場合 

９０，０００円 

確認書等又は住宅性能評価書等を提出する場

合 ２０，０００円 

増築・ 

改築の

場合 

１３４，０００円 

確認書等を提出する場合 ２９，５００円 

３ 法第９条第１項又は第３項の規定による計画の変更の

認定の申請 

３，０００円 

４ 法第１０条の規定による計画の認定に基づく地位の承

継の承認の申請 

２，０００円 

備考 

法第６条第２項（法第８条第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出（以下「確認

の申出」という。）が行われる場合の手数料の額は、１の部又は２の部に定める額に当該確認の申出

に係る建築物の床面積の合計を建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による

申請に係る建築物の床面積の合計とみなして大仙市建築基準法関係手数料条例（平成２１年大仙市条

例第８２号）別表１の部に定める額を加算した額とする。 


